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第 3 章では、この因果ループモデルを米国 CSB（US. Chemical Safety and Hazard Investigation Board）が提供する
事故報告書を分析し、妥当性を検証した。 
第 4 章では、8 軸モデルを土台とした石油化学事業所データ（１２事業所、４４３９名）を活用し、構造方程式
による共分散構造分析を行った。その結果、安全文化の実施主体として「経営」、｢管理｣、「運転」の役割りを示す
構成概念を定義することにより、当てはまりの良いモデル（GFI=0.942,AGFI=0.963,CFI=0.992,RMSEA=0.064）が得
られた。これらの構成概念は、個々の事業所ごとにスコアを計算できることから、事業所の経年変化、事業所の「経
営」、｢管理｣、「運転」ごとの安全文化レベルを比較評価できることが分かった。すなわち、このスコアにより、安
全文化醸成施策の有効性・妥当性が評価できることを示した。 
第 5 章では、組織の保安基盤(技術力)および安全文化の聞き取り調査を行うために階層別インタビュー（２４事
業所、約４００名）を行った。このインタビューデータを安全文化の構成要素の観点から詳細に分析した。特に、
発言に含まれる「価値観」に着目し、この価値観をベースとして発言している事業所ほど安全文化のレベルが高い
傾向にあることを示唆した。したがって、安全文化の醸成のキーポイントは動機づけを高めるための価値観を如何
に共有し、創造するかがキーポイントであることを提案した。 
第 6 章では、本研究を総括し、今後の展望について記載している。特に、安全に対する価値観共有に係わる今後
の実践について述べている。 
 
本研究は、以上述べた通り、化学系企業での豊富な安全管理および経営の観点に裏打ちされたものであり、さら
に、膨大な事例、アンケートデータ、およびインタビュー結果により、モデルが検証されており、安全文化の実践
的な理解とその対策の方向性についての方向付けを行っている。本論文のアプローチは、石油化学産業のみならず、
他の大規模なインフラを抱える鉄道、道路、電力、および公共事業に対しても有効であり、組織の風土・文化の考
え方は、品質、プロセス管理、およびイノベーション等の管理と促進にも共通して有効に活用できる考え方である。  
以上により、審査では、全員一致で学位審査の合格を確認した。したがって、本論文の著者は博士（システムデ
ザイン・マネジメント学)の学位を受ける資格があるもの認める。 
 
  
